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中期経営計画
「創造とスピードの100週間」について

当行は、本年４月から中期経営計画「創
造とスピードの１００週間」をスタートさ
せ、経営指針である「最も質の高い『地域
の総合金融サービスグループ』」を目指
し、「高い創造力」と「スピード」をキーワ
ードとして、諸施策を展開しています。
中期経営計画の実施にあたり、営業体

制や審査体制の見直しなど重要な施策に
つきましては、営業店、本部の若手・中堅
行員で構成する１１のプロジェクトチーム
による徹底的な議論・検証をつうじて、
過去にとらわれない「高い創造力」を発揮
し、諸施策の実現につなげています。ま
た、中期経営計画の期間を「２年間・１００
週間」、「週単位」という従来とは全く異な
る時間軸のなかで計画の進捗管理を徹底
し、かつてない「スピード」で目標達成に
挑戦しています。

中期経営計画に掲げた各種施策を着実に
実行しています。

中期経営計画がスタートして、９月末時
点で２６週間が経過しました。主要課題で
ある「持続的な収益力強化」では、お客さ
まにとって最適な資産運用のご提案を適
宜・的確に行えるよう店頭営業体制の見
直しやテレフォンバンキングなどのダイ
レクトチャネルの充実を図りました。さら
に、平成１５年６月には中小企業のお取引
先を対象に、電話で融資のご相談をお受
けする「ちばぎんビジネスセンター」を創
設しました。また、１０月には住宅ローン
など各種ローンのご相談・お申込・ご契約
にご利用いただける「千葉中央ローンプ
ラザ」を開設しましたほか、法人のお取引
先に高度で専門的な金融商品・サービスを
ご提案する「地区法人営業部」を中央・船
橋・柏支店内に設置するなど、お客さまと
の接点の拡大、お客さま満足度の向上に

当行は、「最も質の高い『地域の
総合金融サービスグループ』」
を目指しています。

創　　　立　 昭和18年3月
拠　　　点 〈国 内〉

157店舗
（本支店141､出張所9､特別出張所 5､
仮想店舗2）
店舗外現金自動設備11,622か所
（うちコンビニATM「E-net」4,982
か所、アイワイバンク銀行との提携
による共同ATM6,384か所）
両替出張所2か所

〈海 外〉
3店舗
（ニューヨーク､香港､ロンドン）
2駐在員事務所
（上海､シンガポール）

従 業 員 数 3,595人
（従業員数には出向者､嘱託および
臨時従業員を含んでおりません。）

総　資　産 8兆1,601億円
預　　　金 7兆2,375億円
貸　出　金 5兆7,685億円
資　本　金 1,210億円
発行済株式数 845,521千株
自己資本比率 単体10.52%

連結10.72%

※諸計数は原則として単位未満を切り捨てのうえ表示
しています。
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二つめの主要課題である「経営システ
ムの変革」では、執行役員制度を導入し、
重要事項の決定や業務執行の監督機能と
いった取締役会機能を強化するとともに、
本部の業務執行部門（営業、審査・管理、
事務・システム）の責任者や主要拠点の営
業店長に執行役員を配置し、業務執行機
能の充実を図りました。また、人材の競争
力・活力を高めるため職務や成果をより
重視した人事制度に改定しましたほか、
本部人員を削減し営業部門に再配置する
など人材の有効活用を図りました。
このように、従来以上のスピードで各

種施策が進展しています。今後につきま
しても確実かつ迅速に諸施策を実行し、
その実効性を高めてまいります。

自己資本比率は10％を超え、海外に拠点
を持つ銀行がクリアすべき国際統一基準
である8％を上回る十分な水準です。

業務純益は、市場金利の低下により貸
出金等から得られる資金利益が減少した

ことなどから、一般貸倒引当金繰入前で
前年同期比３２億円減少し３３５億円とな
りました。経常利益は、貸出金償却・引当
費用が減少したことなどにより前年同期
比１億円増加し１６４億円となりました。
中間純利益は前年同期比２２億円増加し１
１７億円と堅調に推移しました。
また、金融機関の健全性を示す自己資本

比率は、９月末時点で、ちばぎん単体では前
年同期比０．１２ポイント上昇し１０．５２％、ち
ばぎんグループ連結では前年同期比０．１４
ポイント上昇し１０．７２％と、当行のように
海外に拠点を持つ銀行がクリアすべき国
際統一基準である８％を上回る十分な水
準にあります。
なお、中間配当金につきましては、前年

中間期同様１株あたり２円５０銭といた
しました。

個人のお客さまへの取組みをさらに強化
してまいります。

給与振込口座、年金受取口座で１０６万
人のお客さまに「暮らしのメインバンク」
として当行をご利用いただいています。そ
の結果、９月末時点の個人預金残高は前年
同期比１,５６２億円増加し５兆４,８０９億円
となっています。また、個人のお客さまか
らの投資信託のお預り残高は２,１６６億
円、年金保険のお取扱い保険料は昨年１０
月からの１年間で９２８億円にのぼるなど、
お客さまからお預りしている資産は着実
に増加しています。今後とも、お客さまニ
ーズに合せた最適なポートフォリオのご
提案に努め、預金・投資信託・年金保険な
どの増強を図ります。また、新しく年金受
給者になられたお客さまを対象にした「ひ
まわり年金教室」でのアドバイス機能等を

有効に活用し年金受取口座としてより
多くの方に当行をご利用いただけるよう
努力してまいります。
また、住宅ローンにつきましては、各店

で住まいの相談会を開催したことなどか
ら、残高が前年同期比１,２７９億円増加し、
１兆５,５４１億円と好調に推移しました。
今後につきましても、皆さまの大切なお買
い物である住宅のご相談に、「お客さまの
お近くで」、「常に良きライフパートナー」と
してお応えしていきたいと考えています。
このような取組みをつうじ、多様化・

高度化する個人のお客さまのさまざまな
ニーズに的確にお応えしてまいります。

地域経済活性化につながる各種取組みを
進めてまいります。

当行は、平成１５年３月２８日に公表さ
れた「リレーションシップバンキングの機
能強化に関するアクションプログラム」に
基づき、平成１５年８月に「リレーションシ
ップバンキングの機能強化計画」を監督
当局あてに提出いたしました。この計画
のなかで、当行は創立以来一貫して、千葉
県を業務の中心に置き、地域の全てのお
客さまを対象に業務を展開し、今後につ
きましても千葉県を中心に地域経済活性
化につながる各種施策を推進していくこ
とを、基本方針に掲げています。
具体的な取組みとしては、原則無担保・

第三者保証人不要の保証協会との提携商
品「ダッシュ５０００」の取扱いを平成１５
年１０月に開始いたしましたほか、千葉県
等と連携し証券化を前提とした「千葉県
版ＣＬＯ」のアレンジャー業務を受託する
など、新たな金融手法に積極的に取組ん
でいます。あわせて、ベンチャー企業の成

長段階に応じた資金調達手段のご提供な
どにも尚一層積極的に取り組み、「ベンチ
ャーなら“ちばぎん”」という評価を確か
なものとしたいと考えています。さらに、
財務面で一時的に厳しい状況にあるもの
の経営改善に向け努力しているお取引先
企業に対する経営サポート機能を強化す
るため、本年１０月には専担部署である審
査二部に「企業戦略支援チーム」を設け、
より一層の体制の充実を図りました。今後
とも、財務面のみならず販売先の紹介や
当行グループ会社を活用した各種コンサ
ルティングなど総合的な経営支援を積極
的に行ってまいります。
また、これらの活動に加え、信用リスク

管理の一層の高度化や収益管理態勢の
充実など、金融機関としての健全性の確
保・収益性の向上などに向けた取組みを
強化し、地域におけるリレーションシップ
バンキングの中核的担い手として、地域
経済活性化の一翼を担い、千葉県経済の
発展に貢献していきたいと考えています。

最後に

当行は、今後ともお客さま、株主の皆さ
ま、地域社会の皆さまなど全ての皆さま
の満足度向上につながる自己改革を進め、
十分な信頼と評価が得られる銀行となり
ますよう役職員一丸となり努力してまい
ります。
本冊子により、皆さまの当行に対する
ご理解をさらに深めていただき、一層の
ご支援・ご愛顧を賜りますようお願い申し
上げます。

平成１５年１２月

取締役頭取
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65.6％ 

15年9月末 

15年9月末開示額 

保全内容 

保全率 

（単位：億円） 

100.0％ 86.0％ 

金融再生法第7条に基づく資産査定額及び保全状況 

（単位：億円） 

貸倒 
引当金 
 293

4,771

15年3月末 正常債権 52,331 5,286正常債権 52,331 5,286

貸倒引当金 
937

担保・保証等 
923

貸倒 
引当金 
590

担保・ 
保証等 
386

担保・保証等 
813（※） 

（※）概算数値です。 

危険債権 
1,759

要管理債権 
1,687

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

1,323

正常債権 54,356

不
良
債
権
へ
の
取
組
み

営
業
の
概
況

用語解説
業務純益とは、預金・貸出金など銀行の基本的な業務の成果
を示す銀行固有の利益指標です。これは、預金・貸出金などの
収支を示す「資金利益」、各種手数料収支を示す「役務取引等
利益」、市場業務取引等の損益を示す「特定取引利益」、債券や
外国為替の売買損益等を示す「その他業務利益」の
４つを合計した「業務粗利益」から、臨時経費を除く「経費」及
び「一般貸倒引当金繰入額」を控除したものです。なお、この
業務純益は、損益計算書の中には記載されません。

用語解説
自己資本比率とは、金融機関の健全性を示すものとして最
も広く用いられている指標です。当行のように海外に支店
を配置している銀行は、自己資本比率を国際統一基準であ
る８％以上にすることが求められています。
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当行の自己資本比率はちばぎん単体で
１０．５２％、ちばぎんグループ連結では１０．７２％
と、単体で０.１２ポイント、連結で０.１４ポイン
ト前年同期を上回りました。海外で国際業務
を行う銀行の基準とされる８％をクリアし、十
分な水準にあります。
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（単位 ： %） 

経費につきましては、ダイレクトチャネルによ
る効率的な営業や、徹底した経費削減を進
めた結果、前年同期比５億円減少しました。
この結果、銀行経営の効率性を示す指標で
ある「ＯＨＲ」は５２．６２％と、地方銀行では
トップクラスの高い効率性を示しています。
平成１６年度には、当該比率５０％程度を目
指しています。

用語解説
ＯＨＲ（オーバー・ヘッド・レシオ）とは、「経費」を「業務粗利
益（一般事業会社では売上高総利益に相当）」で割り、算出
したものです。数値が低いほど高い効率性・生産性を有
することを示しています。
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当行は、厳格で適正な資産の自己査定に
基づいて償却・引き当てを実施しています。
また、現状は厳しい状況にあるものの再生
可能な中小企業に対しては、十分な引き当
てを積んだうえで、専担部署である「審査
二部」が、お客さまとともに再生策を構築
することを基本としています。このような
取組みをつうじ、当行は資産の健全性維
持向上に努めています。
平成１５年９月末時点の金融再生法開示債
権は４,７７１億円と、平成１５年３月末に比
べ５１４億円減少しています。なお、金融再
生法開示債権のうち８２．６％が担保や保
証、貸倒引当金によりカバーされており、
当行の収益に与える影響は限定的なもの
となっています。

用語解説
･破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に
陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債
権です。

･危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態
及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回
収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

･要管理債権
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」
を除く３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権です。

･正常債権
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないもの
として、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険
債権」、「要管理債権」以外のものに区分される債権です。

ちばぎんは資産の健全性向上に努めています。

損益の状況 不良債権への取組み

自己資本比率

OHR

預金・貸出金など銀行本来の業務から生まれ
る利益（業務純益）は、市場金利の低下など
により貸出金等から得られる資金利益が減少
したことなどから一般貸倒引当金繰入前で
３３５億円と、前年同期に比べ３２億円減少し
ましたが、引き続き地方銀行ではトップクラ
スの高い収益性を維持しています。
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リレーションシップバンキングの機能強化計画について

中
期
経
営
計
画 中期経営計画 

創造とスピードの100週間 
活動期間 ： 2003年4月から2005年3月まで 

当行は、財務の柔軟性と高い収益力を兼ね備え、地域の皆さまからこれま
で以上に高いご信頼をいただける、「銀行経営のベストプラクティス」を目
指し、「スピード」と「高い創造力」を発揮しながら、「中期経営計画『創造とス
ピードの100週間』」を実施してまいります。

 最も質の高い「地域の総合金融サービスグループ」 

 経営指針（ちばぎんブランド） 

持続的な収益力強化 経営システムの変革 
1. 収益構造変革のための営業体制構築
2.収益管理体制の一新
3.ガバナンス体制の再構築
4.新人事制度の定着化等による活
力ある組織への変革

5.高度なリスク管理体制・コンプラ
イアンス体制の構築

6.お客さま満足度の更なる向上 

1.収益構造の変革
①個人向けビジネスへの経営資源
シフト・集中等による収益拡大 
②法人向けビジネスにおける経済的
付加価値の向上 

③地公体等向けビジネスの抜本的
見直し 

④マーケット運用力の強化 

2.経費の削減 

グループによる高度な 
トータルソリューション 

の提供 

ステークホルダーの価値 
（満足度）向上に 

つながる継続的な自己改革 

連結当期利益の 
持続的拡大 

主要課題 

リレーションシップバンキングとは、金融
機関がお取引先との間で親密な関係を長
く維持することによって、お取引先の情報
を蓄積し、この情報を基に貸出等の金融
サービスの提供を行うビジネスモデルを
指します。
リレーションシップバンキングがその本来

の機能を発揮すれば、貸出に当たっての審
査コスト等が軽減されることにより円滑な
資金供給が図れること、信用リスクを適切
に反映した貸出の実施や借り手の業績が
悪化した場合の適切な再生支援等により
貸し手、借り手双方の健全性の確保が図ら
れることといった効果が期待できます。

用語解説
･リレーションシップバンキングの機能強化計画とは
「中小・地域金融機関が、中小企業の再生と地域経済活
性化のための各種取組みを進めることによって、不良債
権問題も解決していくことが適当である」という金融審
議会金融分科会第二部会の報告に基づき、金融庁は平
成１５年３月２８日に「リレーションシップバンキングの
機能強化に関するアクションプログラム」（※）を公表し
ました。

このアクションプログラムで示された「中小企業金融の再生
に向けた取組み」「各金融機関の健全性の確保、収益性の向
上等に向けた取組み」などに対し、各金融機関が平成１６年度
末までに、具体的にどのような取組みを行っていくかを示した
ものが「リレーションシップバンキングの機能強化計画」です。
当行の機能強化計画の詳細は、当行ホームページをご覧下さい。
http://www.chibabank.co.jp/

※本中期経営計画は行動期間を平成15年度、平成16年度の2年間としておりますが、平成16年度の活
動実績が年度決算に完全に反映されるのは翌年度以降となることから、平成17年度の目標を設定い
たしました。

■目標とする指標

連結当期利益 単体業務純益 O H R R O A R O E Tier 1比率

16年度 300億円 760億円 50％程度 0.3％以上 7％程度 7％以上

（参考）17年度 360億円 780億円 50％未満 0.4％程度 8％程度 8％程度　

リレーションシップバンキングとは

当行の基本方針

リレーションシップバンキングの機能強化
に向けた取組みの基本的考え方
１.アクションプログラム（※）で示された金
融機関の機能・役割については、これまで
当行が取組んできた方向性と基本的に同
一であると考えています。そのため、現中
期経営計画等で進めている各種施策の達
成をさらに確実なものとし、その実現を
さらにスピードアップしてまいります。

２.諸施策の取組みにあたっては、地域経
済・社会への影響にも十分配慮し、お取
引先の実情にあわせた個別具体的な対
応に心がけてまいります。

平成16年度末に目指す経営の姿
地域におけるリレーションシップバンキング
の中核的担い手として、地域から十分な信頼
と評価が得られる銀行を目指していきます。

当行の具体的な施策と取組み
中小企業等に対する経営相談・支援機能を
強化するため、千葉県内の主要拠点に「地
区法人営業部」を平成１５年１０月に設置し
たほか、融資に関するお客さまからのさま
ざまなご相談にお応えする「ちばぎん融資
専用ホットライン」を平成１５年７月に設置
しました。

当行は千葉県を主要な地盤とする地域金融
機関として、「金融サービスの提供を通じて、
地域のお客さまのニーズにお応えし、地域
の発展に貢献する」という役割・使命を果た
しております。今後ともこの姿勢を堅持し、

当行グループ全社が一体となって、質の高
い金融商品・サービスを提供するなど、お客
さまご満足度の向上につながる諸活動を展
開してまいりますとともに、地域社会の発展
に貢献してまいります。

当行の地域貢献に関する考え方
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預金等の状況貸出金の状況

中小企業のお取引先や個人のお客さまの
住宅ローンなどのニーズに的確に対応い
たしました結果、国内貸出金の約８割が
千葉県内のお客さま向けとなっておりま
す。なお、東京などその他地域での貸出
金につきましても、県内進出企業など千
葉県と関わりの深いお客さまへの貸出金
が中心となっています。 0
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13年9月末 14年9月末 15年9月末 

56,860

47,752
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56,614

46,827
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国内貸出金 県内向け貸出金比率 県内向け貸出金 

（単位 ： 億円） （単位 ： %） 
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24,967

22,835
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中小企業向け貸出金残高 県内中小企業向け貸出金残高 
　　　〃　　　　　 比率 　　　　〃　 　　　  比率 

（単位 ： 億円） （単位 ： %） 

13年9月期 14年9月期 15年9月期 

15,047

13,261

15,87115,871
15,541

（単位 ： 億円） （単位 ： %） 
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消費者ローン年間増加率 　　〃　　　  年間増加率 

7.07%7.07%

14,262

16,99316,993

千葉県内向け貸出金の状況

中小企業のお取引先への貸出金は２兆
４,４６５億円、国内貸出金に占める比率は
４２.５５％となっています。
中小企業のお客さまのさまざまな資金ニー
ズにお応えするため、無担保・第三者保証
人不要で、お申込み受付後３営業日程度で
回答を行う「ちばぎんビジネスローン」や、
千葉県信用保証協会との提携商品「ダッ
シュ５０００」などを取り扱っています。

中小企業向け貸出金の状況

個人のお客さま向けの消費者ローン残高
は１兆６,９９３億円、住宅ローン残高は１兆
５,５４１億円と、当行国内貸出金の２７.０％
を占めています。特に住宅ローン残高は
年間増加率８.９％と大幅に増加しました。
また、カードローン、マイカーローン、教育
ローンなど個人のお客さま向けのローンは、
電話・ＦＡＸ・インターネットでの仮申し込み
が可能です。

消費者ローンの状況

■貸出金の推移

■中小企業向け貸出金の推移

■消費者ローン残高の推移

国内預金残高は７兆１,３０８億円と地方銀
行で第２位の残高となっています。
個人預金残高は５兆４,８０９億円、給与、
年金を当行で受け取られているお客さま
は１０６万人、概ね県内の６人に１人のお客
さまに「暮らしのメインバンク」としてご
利用いただいています。

0

1,100

1,000

900

800

700

0
13年9月末 14年9月末 15年9月末 

996
1,026

1,066

国内預金残高 
給振＋年金口座数 

県内預金残高 個人預金残高 

（単位 ： 億円） （単位 ： 千件） 

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

67,880

54,80954,809

69,11869,118

71,30871,308

53,24753,247

68,27468,274

51,55351,553

65,67465,67467,880
70,36470,364

0
13年9月末 14年9月末 15年9月末 

投資信託残高 個人公共債残高 
個人外貨預金残高 個人年金保険 

（取扱保険料） 

（単位 ： 億円） 

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1,254
1,501

1,717

2,223

1,470

463

969

263

494

928

385
447

508

0

600

500

400

300

200

100

120

100

80

60

40

20

0
13年9月末 14年9月末 15年9月末 

テレフォンバンキング 
インターネットバンキング モバイルバンキング 

（単位 ： 千件） （単位 ： 千件） 

17

13

5353

3232

13

38

59

38

59

17

預金の状況

窓口・お客さまのご自宅・電話・インター
ネットなどのあらゆるチャネル・機会を
つうじお客さまに最適なポートフォリオ
提案を行いました結果、投資信託残高は
２,２２３億円まで増加いたしました。
また、平成１４年１０月から取り扱いを開
始した個人年金保険についても、取扱保
険料は順調に増加しています。

投資型金融商品の状況

平成１５年３月からテレフォンバンキング
のサービス時間を延長したことなどによ
り、契約件数は５０万件を超え、お客さま
のご利用件数も大きく増加しています。
テレフォンバンキング、インターネット
バンキング、モバイルバンキングを併せた
「ちばぎんマイアクセス」は、すべて２４時間
３６５日（一部休止日、休止時間帯を除く）
対応となっています。

ダイレクトチャネルの契約状況

■預金残高の推移

■投資型金融商品残高の推移

■ダイレクトチャネルの契約件数の推移

千葉駅から近く、とても便利な「千葉中央
ローンプラザ」が平成１５年１０月にオープ
ンしました。平日は１０時から１８時まで、
土・日・祝日は１０時から１７時まで、住宅
ローンやマイカーローンなど各種ローンの

ご相談・お申込み・ご契約ができます。

千葉中央ローンプラザ
〒260-0015 千葉市中央区富士見2-1-1 
千葉銀行千葉駅前支店3階
TEL 043-227-8505／FAX 043-225-7131

“千葉中央ローンプラザ”オープン
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千葉県経済活性化に向けた取組み

海外進出企業への支援
当行は、お取引先企業の業績の向上につな
がる高度かつ多種多様な提案活動を推し
進めています。お取引先の海外進出に際し
ては、海外３支店（ニューヨーク・香港・
ロンドン）、２駐在員事務所（上海・シンガ
ポール）が、経済概況・投資環境の情報提
供や資金調達支援などに積極的に取り組
んでいます。

取引先企業の健全化支援
当行は、財務面で一時的に厳しい状況にあ
るものの、経営の健全化に向けて努力して
いる企業に対しまして、専担部署の「審査
二部」によるお客さまへの直接訪問、経営
改善計画書の作成、公認会計士や当行の
子会社である株式会社ちばぎん総合研究
所によるコンサルティングなど、さまざまな
支援を行っています。

当行は地域に密着した金融機関として、
千葉県及び県内５７市町村の指定金融機関
を務めています。また、千葉県経済の発展
に向けて、千葉県など地方公共団体と連携
し、新たな金融手法であるＣＬＯやＰＦＩな
ど、さまざまな取組みを行っています。

千葉県版ＣＬＯ（貸付債権担保証券）の
アレンジャー業務の受託
千葉県、千葉市、千葉県信用保証協会及び
地元金融機関が協調して取り組む、証券化
（貸付債権の流動化）を前提とした原則無
担保、第三者保証人不要の貸付商品の組成
にあたってアレンジャー業務を受託いたし
ました。平成１６年３月には、本スキームに
よるＣＬＯ（貸付債権担保証券）が発行され
る予定です。

地域貢献活動
当行は文化活動やスポーツ大会、教員の民間企業研修の受け入れなどさまざまな地域貢
献活動をつうじて、地域社会の充実や豊かな社会づくりに積極的に取り組んでいます。

「ちばぎんアートギャラリー」は、芸術・文
化の振興と紹介に少しでも貢献できるこ
とを願って、平成２年から開設している常
設の画廊です。千葉県出身・在住作家の
新作・研究発表の場として、日本画、洋
画、彫刻、工芸などさまざまなジャンルの
すぐれた作品を展示しています。

ベンチャー企業への取組み

取引先企業に対する各種サービスの提供

地方公共団体と連携した地域経済の活性化

ちばぎんアートギャラリー

平成元年にスタートした「ちばぎんひまわ
りコンサート」は、毎回、多彩なアーティ
ストをお迎えして県内各地で開催してい
ます。
今後もさまざまなジャンルの音楽をとお
して、地域の皆さまとのふれあいの場を
お届けしてまいります。

ちばぎんひまわりコンサート

当行は、健全な青少年の育成と、地域社
会のスポーツ振興を支援することを目的
に、「千葉県少年野球大会」と「千葉県ユー
ス（Ｕ-１５）サッカー選手権大会」に協賛し
ています。全県規模で行われる両大会に
は、毎年大勢の青少年が参加し、ファイト
溢れるプレーが繰り広げられています。

平成１５年６月に、行員・ＯＢ・パートタイ
マーとその家族約１,１００名が参加し、
環境美化・清掃活動「九十九里浜クリーン
ウォーク」を実施いたしました。
また、平成１５年８月には富津市鬼泪山

きな だ や ま

「ちばぎんの森」の下草刈りを実施しまし
たほか、全店で店頭・店周美化活動を展開
しています。

「千葉県少年野球大会」「千葉県ユース（U-15）サッカー選手権大会」に協賛

環境美化・緑化関連活動

財団法人ひまわりベンチャー育成基金
平成１０年に当行が基本財産を全額出捐し、
当行と賛助会員の寄付金により運営してい
ます。主に創業から研究開発段階にある
ベンチャー企業を対象に、助成金の交付、
インキュベーター施設に入居する企業へ
の入居保証金の交付などを行っています。
ちばベンチャー投資事業有限責任組合
平成１５年３月に千葉県と民間企業が連携
して設立した投資ファンドで、当行の子会
社であるちばぎんキャピタル株式会社が
業務をとり行っています。



1413

中間連結貸借対照表

（平成15年9月30日現在）

科 目

（平成14年9月30日現在）

平成14年9月期 平成15年9月期

（資産の部）

現金預け金

コールローン及び買入手形

債券貸借取引支払保証金

買入金銭債権

特定取引資産

金銭の信託

有価証券

貸出金

外国為替

その他資産

動産不動産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

資産の部合計

300,045

397,000

28,739

599

211,775

17,516

1,182,626

5,682,041

2,030

100,967

112,756

111,473

115,929

△236,249

8,027,253

382,202

263,175

7,003

679

282,348

29,981

1,253,179

5,750,077

1,767

99,658

108,743

100,356

98,713

△221,826

8,156,060

単位：百万円
（平成15年9月30日現在）

科 目

（平成14年9月30日現在）

平成14年9月期 平成15年9月期

（負債の部）

預金

譲渡性預金

コールマネー及び売渡手形

売現先勘定

債券貸借取引受入担保金

特定取引負債

借用金

外国為替

社債

その他負債

退職給付引当金

債権売却損失引当金

特別法上の引当金

繰延税金負債

再評価に係る繰延税金負債

連結調整勘定

支払承諾

負債の部合計

（少数株主持分）

少数株主持分

（資本の部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

土地再評価差額金

株式等評価差額金

為替換算調整勘定

自己株式

資本の部合計

負債、少数株主持分及び資本の部合計

7,122,430

78,950

6,939

8,999

47,014

12,188

107,681

505

45,500

80,571

26,609

14,198

71

12

8,981

419

115,929

7,677,004

7,599

121,019

98,178

106,930

12,764

4,956

501

△1,701

342,649

8,027,253

7,219,785

125,796

2,404

18,999

74,318

6,852

93,027

427

45,500

69,798

23,998

8,344

71

117

8,744

7

98,713

7,796,906

6,788

121,019

98,178

114,038

12,954

7,965

69

△1,861

352,364

8,156,060

単位：百万円

中間連結損益計算書

科目 平成14年9月期 平成15年9月期

経常収益

資金運用収益

（うち貸出金利息）

（うち有価証券利息配当金）

役務取引等収益

特定取引収益

その他業務収益

その他経常収益

経常費用

資金調達費用

（うち預金利息）

役務取引等費用

特定取引費用

その他業務費用

営業経費

その他経常費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益（△は損失）

中間純利益

104,961

72,714

（62,619）

（8,632）

15,212

490

3,684

12,858

89,834

7,903

（2,976）

4,885

―

349

40,725

35,970

15,127

28

357

14,798

410

5,843

△620

9,165

99,788

67,664

（59,107）

（7,881）

18,014

1,110

1,551

11,446

83,354

5,789

（1,901）

5,280

96

577

40,302

31,307

16,433

5,008

225

21,217

979

8,397

92

11,748

単位：百万円

中間連結剰余金計算書

科目 平成14年9月期 平成15年9月期

資本剰余金期首残高

資本剰余金増加高

資本剰余金減少高

資本剰余金中間期末残高

利益剰余金期首残高

利益剰余金増加高

利益剰余金減少高

利益剰余金中間期末残高

98,178

―

―

98,178

98,653

10,376

2,099

106,930

98,178

0

―

98,178

104,431

11,754

2,146

114,038

単位：百万円
平成15年4月1日から
平成15年9月30日まで（ ）平成14年4月1日から

平成14年9月30日まで（ ） 平成15年4月1日から
平成15年9月30日まで（ ）平成14年4月1日から

平成14年9月30日まで（ ）

財
務
諸
表
（
連
結
）

財
務
諸
表
（
連
結
）

【平成１５年９月期注記】
1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.貸出金のうち、破綻先債権額は44,157百万円、延滞債権額
は278,562百万円、3ヵ月以上延滞債権額は8,901百万円、
貸出条件緩和債権額は160,469百万円、並びにその合計額
は492,090百万円

3.銀行法施行規則第17条の5第1項第3号ロに規定する連結自
己資本比率（国際統一基準）10.72％

4.動産不動産の減価償却累計額　92,972百万円
5.1株当たり純資産額　418円89銭
6.担保に供している資産として貸出金、有価証券、特定取引資
産等合計額　531,449百万円

7.1株当たり中間純利益金額　13円96銭

中間連結キャッシュ・フロー計算書

科目 平成14年9月期 平成15年9月期

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の中間期末残高

△218,038

222,527

△5,173

△55

△740

277,423

2

276,685

△168,409

105,252

△6,152

△49

△69,359

396,412

―

327,053

単位：百万円
平成15年4月1日から
平成15年9月30日まで（ ）平成14年4月1日から

平成14年9月30日まで（ ）



財
務
諸
表
（
単
体
）
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【平成１５年９月期注記】
1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.貸出金のうち、破綻先債権額は42,108百万円、延滞債権額
は265,801百万円、3ヵ月以上延滞債権額は8,827百万円、
貸出条件緩和債権額は159,962百万円、並びにその合計額
は476,700百万円
3.銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ（10）に規定する単
体自己資本比率（国際統一基準）10.52％
4.動産不動産の減価償却累計額　88,328百万円
5.担保に供している資産として貸出金、有価証券、特定取引資
産合計額　525,863百万円
6.1株当たり中間純利益金額　13円87銭

中間損益計算書

科目 平成14年9月期 平成15年9月期

経常収益
資金運用収益
（うち貸出金利息）
（うち有価証券利息配当金）
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益

経常費用
資金調達費用
（うち預金利息）
役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用
経常利益
特別利益
特別損失
税引前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
中間純利益
前期繰越利益
土地再評価差額金取崩額
中間未処分利益

90,988
71,443

（61,422）
（8,643）
11,483
500
3,670
3,891
74,752
7,787

（2,982）
4,580
―
349

37,690
24,345
16,236

0
314

15,922
65

6,369
9,486
2,136
580

12,203

85,266
66,306

（57,802）
（7,885）
13,675
831
1,535
2,917
68,858
5,728

（1,902）
5,390
96
577

37,191
19,873
16,408
4,977
199

21,185
175
9,285
11,724
2,476
6

14,207

単位：百万円

中間貸借対照表

（平成15年9月30日現在）

科 目

（平成14年9月30日現在）

平成14年9月期 平成15年9月期

（資産の部）
現金預け金
コールローン
債券貸借取引支払保証金
買入手形
買入金銭債権
特定取引資産
金銭の信託
有価証券
貸出金
外国為替
その他資産
動産不動産
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金

資産の部合計

298,124
70,000
28,735
327,000
599

211,148
14,303

1,184,264
5,682,166
2,030
48,992
105,932
108,333
152,148

△219,978
△298

8,013,503

381,690
238,175
7,003
25,000
679

281,928
25,237

1,254,795
5,768,549
1,767
44,586
102,045
95,985
135,657

△202,911
―

8,160,189

単位：百万円
（平成15年9月30日現在）

科 目

（平成14年9月30日現在）

平成14年9月期 平成15年9月期

（負債の部）
預金
譲渡性預金
コールマネー
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
特定取引負債
借用金
外国為替
その他負債
退職給付引当金
債権売却損失引当金
再評価に係る繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計
（資本の部）
資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金
自己株式処分差益

利益剰余金
利益準備金
任意積立金
中間未処分利益
中間純利益

土地再評価差額金
株式等評価差額金
自己株式
資本の部合計

負債及び資本の部合計

7,138,847
78,950
6,939
8,999
47,014
12,188
128,618
505

53,313
26,009
14,198
8,981

152,148
7,676,714

121,019
98,178
98,178

―
―

100,104
50,930
36,971
12,203
9,486
12,764
4,793
△71

336,788

8,013,503

7,237,518
125,796
2,404
18,999
74,318
6,852

132,714
427

38,448
23,326
8,344
8,744

135,657
7,813,552

121,019
98,178
98,178

0
0

107,109
50,930
41,971
14,207
11,724
12,954
7,569
△192
346,637

8,160,189

単位：百万円 平成14年4月1日から
平成14年9月30日まで（ ）平成15年4月1日から

平成15年9月30日まで（ ）
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 株主数（人） 所有株式数（単元） 割合（％） 

大株主上位10社 （平成15年9月30日現在） 

50,450千株 

38,893千株 

37,833千株 

29,691千株 

28,905千株 

25,678千株 

21,294千株 

18,079千株 

17,165千株 

15,863千株 

所有株式数 

（注）1.1単元の株式数は1,000株です。なお、上記の他、単元未満株式は
6,752千株となっております。 
2.自己株式501,328株は「個人その他」に501単元、単元未満株
式に328株含まれております。なお、自己株式501,328株は株主
名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は
495,328株です。 
3.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が25
単元含まれております。 

（注）1.所有株式数は千株未満を切り捨てております。 
2.発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点第3位以
下を切り捨てております。 

株式の所有者別状況 （平成15年9月30日現在） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

株式会社東京三菱銀行 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本生命保険相互会社 

日本興亜損害保険株式会社 

第一生命保険相互会社 

住友生命保険相互会社 

明治生命保険相互会社 

モルガン信託銀行株式会社（非課税口） 

千葉銀行職員持株会 

5.96％ 

4.59％ 

4.47％ 

3.51％ 

3.41％ 

3.03％ 

2.51％ 

2.13％ 

2.03％ 

1.87％ 

 3 16 0.00 

 129 462,826 55.18 

 30 11,590 1.38 

 1,887 146,887 17.51 

  

 24,402 130,005 15.50 

 26,694 838,769 100.00

金融機関 

その他の 
法人 

外国法人等 
（うち個人） 

個人その他 

計 

証券会社 

政府及び 
地公体 

243  
（2） 

87,445 
（2） 

10.43  
（0.00） 

 

発行済株式総
数に対する所有
株式数の割合 
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県内  148店舗（うち、仮想店舗2店舗、 
  出張所9店舗、特別出張所5店舗） 

県外  8店舗（都内）、1店舗（大阪）  

海外  3店舗（ニューヨーク、香港、ロンドン） 

海外駐在員事務所　 2か所（上海、シンガポール） 

■店舗数 
両替出張所 2か所 

店舗外現金自動設備 256か所 

コンビニATM「E-net」 4,982か所（うち、県内411か所）　 

 6,384か所（うち、県内696か所）    
アイワイバンク銀行との 
提携による共同ATM

（平成15年9月30日現在） 

柏 
南柏 

新松戸 

松戸 

馬橋 

金町 

秋葉原 
錦糸町 

小岩 

市川 

本八幡 中山 

西船橋 船橋 幕張本郷 

幕張 稲毛 

稲毛東口 

千葉駅前 

京成駅前 

蘇我 鎌取 誉田 

とけ 大網 

新検見川 

津田沼駅前 

津田沼 

習志野袖ヶ浦 

幕張新都心 新稲毛 

真砂 

新宿 

市川市役所 
（出張所） 

船橋市役所（出張所） 

幸町（特別出張所） 

千葉市役所 
（出張所） 

あやめ台（特別出張所） 

六実（出張所） 

柏駅前（出張所） 

豊四季（特別出張所） 

花野井 

柏西口 

柏市役所（出張所） 

松戸市役所 
（出張所） 

みつわ台 
穴川（特別出張所） 

新八千代 志津 

ユーカリが丘 

千葉ニュータウン 
白井 

小室 

習志野台 勝田台 

うすい 

八千代 

実籾 

大和田 
高津 四街道 

千城台 

大宮台 
松ヶ丘 

都賀 

薬円台 

はざま 

船橋北口 

鎌ヶ谷 

二和向台 常盤平 
五香 

八柱 

流山 
初石 

関宿 

川間 
野田 
江戸川台 

南流山 

松飛台 

高塚 

矢切 

本店営業部 

長洲 
県庁 

中央 
東金 

九十九里 

成東 八街 

横芝 

八日市場 

旭 

銚子 

笹川 

小見川 佐原 
神崎 

成田 
多古 

天王台 

成田西 

印西 湖北 

沼南（出張所） 増尾 
小金原 

我孫子 

安食 

成田空港 
（両替出張所） 

富里 

佐倉 

酒々井 

成田空港第二 
（両替出張所） 

高根台 

南行徳 行徳 浦安 

本八幡南 
みずえ 

篠崎 

新浦安 

東京営業部 

五井 

八幡 

館山南 
（特別出張所） 

館山 

姉崎 
袖ヶ浦 
木更津 

木更津東 
君津 
富津 

湊 

鋸南 
那古船形 

大佐和 

大原 

長者 

一宮 

茂原 
茂原南 

茂原東 

和田 

鴨川 

天津 
勝浦 

御宿 

白浜 
千倉 

辰巳台 

市原市役所 
（出張所） 

大多喜 牛久 

久留里 

大阪 

■決算期と配当金のお支払い
毎年３月３１日に決算を行います。
利益配当金は、毎決算期の最終の株主名
簿に記載または記録された株主（実質株
主を含む。以下同じ。）または登録質権者
に対し、定時株主総会終了後に、また、中
間配当金は、取締役会の決議により毎年
９月３０日の最終の株主名簿に記載また
は記録された株主または登録質権者に対
し、お支払いいたします。
■定時株主総会
毎年６月に開催いたします。
■基準日
毎決算期の最終の株主名簿に記載または
記録された株主をもって、定時株主総会
において権利を行使することができる株
主といたします。なお、そのほか必要が
あるときは、基準日をあらかじめ公告に
よりお知らせいたします。
■株式取扱手数料
●株式名義書換 ……………………………無料
●新券交付 ……………株券１枚につき２００円
●株券喪失登録の申請 ………………………

株券喪失登録申請料：申請１件につき８,０００円
株券登録料：株券１枚につき１１０円

●単元未満株式の買取りおよび買増し ……
買取価格または買増価格に対して所定の方
法で算出

■公告掲載新聞
東京都において発行する日本経済新聞に
掲載いたします。
■株式事務取扱場所・取次所
●名義書換代理人・事務取扱場所（お問い合わせ先）
〒１０３-８２０２
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号
日本証券代行株式会社　本店
住所変更等用紙のご請求 ０１２０-７０７-８４２
その他のご照会 ………… ０１２０-７０７-８４３
●同取次所
日本証券代行株式会社各支店

ち
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